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最近の我が国のエネルギー環境政策の動向 

長期エネルギー需給見通し小委員会(2015年7月） 

発電コスト検証WG 

再生可能エネルギー導入促進関連制度改革小委員会 

火力発電に係る判断基準WG 

原子力事業環境整備検討専門WG 

第4次エネルギー基本計画(2014年4月閣議決定） 

総合資源エネルギー調査会 

エネルギー・環境イノベーション戦略(NESTI2050, 2016年4月) 

COP21に向けた
約束草案決定 
（2030年の温暖
化対策目標） 

パリ協定採択 
（2015年12月） 

地球温暖化対策計画(2016年5月） 
（中環審・産構審合同会議） 

エネルギー革新戦略(2016年4月) 

電力・ガス 
システム改革 

第5期科学技術基本計画 

(内閣府:総合科学技術・イノベーション会議） 

広域機関創設 
（電力、2015年） 
 

電力の小売り
全面自由化 
（2016年） 
 

ガスの小売り
全面自由化 
（2017年） 
 

送配電部門の
法的分離 
（2020年） 
 

導管部門の法
的分離 
（2022年、ガス
大手3社） 
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2017年夏より改定に向けて始動 

2016年11月
発効 

NESTI2050推進WG中間報告 
(ロードマップ、2017年9月） 



♦ 全球平均気温上昇を産業革命前に比べ２℃未満に十分に抑える。また１．
５℃に抑えるような努力を追求。（協定第２条） 

♦ 協定第２条の長期目標を達成するため、世界の温室効果ガス排出をでき
る限り早期にピークにする。その後、急速に削減し、今世紀後半には、
温室効果ガスについて人為的起源排出とシンクによる吸収をバランス(グ
ローバルネットゼロエミッション)させる。（協定第４条１項） 

♦ すべての国が自主的に目標と達成方法を決め、５年ごとに提出する（協
定第４条２項、９項） 。なお、目標見直しにあたっては、その時点の目

標に比べて前進させるよう求めている（第４条３項）。ただし、パリ協
定の中には各国の温室効果ガス削減目標は明記されていない（京都議定
書とは大きく異なる点）。 

♦ すべての国は、長期の低排出発展戦略を策定するよう努力すべき（協定
第４条１９項）。（COP21決定には2020年までにと時期も明示されてい
る）。 

♦ グローバルストックテイク：世界全体の達成状況を把握するために、緩和、適応、
支援を対象に評価。第1回を2023年に開始し、5年ごとに行う（協定第14条）。 

 

パリ協定（+COP21決定）における排出削減目標 
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Integration of Energy and ICT 

Power sector will be requested to be negative 
emission in Global Net Zero Emission Scenarios: 
BECCS(Bioenergy+CCS) should be comparatively 
evaluated with other options such as afforestation,  
CO2 use, geoengineering (DAC, (SRM) …), etc.  

Revolutionary Energy Saving through 
Electrification and Digitalization of Energy  
(EV, PHEV, FCV, Heat Pump, …..) 

Clean and Efficient Energy Carrier 
  (Electricity, Hydrogen etc.) 

Carbon Free Power Source: 
Renewables, Nuclear, 
Fossil  Fuel with CCS 

Carbon Free Fuel: 
Biomass, etc. 

Carbon Free Heat Source: 
Solar Heat, Geothermal, etc. 

SDGs 

Keep Options as many as Possible! 

Super Smart Society (Society 5.0) 
IoT, AI, Big Data, Blockchain, Smart sensor, … 

Social system reform: material producer → service provider, etc. 
             → utilization rate up, recycle up, long life,  etc.    

Reduced material demands, Behavior change, etc. 

Mobilize demand side 
DR, V2G, VPP, etc. 

Energy 
Storage 
Battery, PtX… 
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CO2 Use 技術の開発と評価（１） 

地球温暖化対策としてのCO2 Use技術の評価のポイント 

・プロセス全体としてCO2削減になっていること(LCA評価) 
 
・大規模なCO2削減の見込みがあること 
 
・長期間(数百年以上)にわたってCO2が固定されること 
 (燃料や食料・飼料としての利用はCO2ニュートラルとしての意義) 
 
・経済性があること 
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CO2 Use 技術の開発と評価（２） 
CO2 Use 技術のライフサイクル評価の基本フレーム 

CO2 
分離・
回収 

CO2利用技術

による生産プ
ロセス 

CO2利用製品
の最終処理 

エネルギー投入 

CO2以外の原料
(水素など)投入 

ライフサイクルCO2排出 
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イノベーション創出に向けての課題 
・政府一体となった研究開発体制の構築： 
－共通基盤技術（IoT、AIなど）を活用する体制の構築 
－中長期的な研究に特化した予算の確保 

・新たなシーズの創出： 
－オープンイノベーション(シーズ、社会実装、人材開発・活用)の展開 
－チャレンジの支援とPDCA 

・産業界の研究開発投資の誘発： 
－時間軸に応じた官民役割分担 
－ビジョンの共有(ソサエティ5.0など） 
－ボトルネック課題の明確化 
－比較的短期で企業が活用可能な派生技術の展開 

・国際連携・国際共同開発の推進 

・具体的な動き： 
－SIP(戦略的イノベーション創造プログラム)：次世代パワエレ、革新材料、エネキャリア 
―PRISM(官民研究開発投資拡大プログラム)：サイバー空間基盤、センサーなど 
－NEDO未踏チャレンジ2050とJST未来社会創造事業の連携 



ご清聴ありがとうございました 

Thanks for your attention 

公益財団法人 地球環境産業技術研究機構(RITE) 
Research Institute of Innovative Technology for the Earth 
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